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求職者数及び就職者数は、ハローワーク利用登録者のみ計上。

職種 新規求職申込件数 有効求職者数 新規求人数 有効求人数 就職件数 有効求人倍率

介護分野 279 1,424 1,856 5,885 136 4.13

介護のうち介護従事者※１ 264 1,361 1,707 5,210 131 3.83

看護分野 202 894 708 1,990 52 2.23

保育分野 61 264 237 839 14 3.18

建設分野 145 648 873 2,900 46 4.48

建設のうち現場作業従事者※２ 104 442 662 2,048 34 4.63

警備分野 41 188 470 1,387 47 7.38

運輸分野 223 1,063 605 1,912 81 1.80

ＩＴ技術者 111 658 180 504 10 0.77

商品販売 222 1,042 366 1,065 35 1.02

飲食調理・接客 349 1,627 876 2,614 110 1.61

全体 7,521 39,448 12,264 37,653 1,559 0.95

※１：理学療法士、作業療法士などの医療技術者を除いたもの。
※２：建築士、測量士などの建設関係技術者を除いたもの。

令和８年５月　人手不足職種の有効求人倍率（常用）
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求職者数は、ハローワーク利用登録者のみ計上し、有効求人倍率を算出。
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事業主の皆様へ

「人材確保対策コーナー」のご案内

ハローワーク水戸では、人材不足が顕著な『介護・看護・保育

・建設・運輸・警備分野』の事業所を支援するため、「人材確保

対策コーナー」で様々な取り組みを実施しております。

お気軽にご相談ください。

問合せ先 ： ハローワーク水戸 人材確保対策コーナー

TEL：０２９－２３１－６２２１（４1＃）

建設・運輸・警備 担当者：内線２８１

介護・看護・保育 担当者：内線２８４

① 求人条件・内容の見直しや提案

② 事業所説明会の実施

③ 「職場見学会やミニ面接会」の開催

④ 事業主向けセミナーの開催

⑤ 事業所ＰＲシートの作成

～ 主な支援内容 ～

建設 運輸 警備

介護 看護 保育

相談をご希望の方は、下記までお問い合わせください。



 



医療

保育

介護

建設

警備

運輸

事業主の皆様へ

「人材確保対策コーナー」のご案内

ハローワーク土浦では、人材不足が顕著な『医療・保育・介護・警

備・運輸・建設分野』の事業所を支援するため、「人材確保対策
コーナー」で様々な取り組みを実施しております。

お気軽にご相談ください。

① 求人条件・内容の見直しや提案

② 事業所説明会の実施

③ 「職場見学会兼ミニ面接会」の開催

④ 事業主向けセミナーの開催

⑤ 事業所ＰＲシートの作成

※各項目の説明は裏面参照

主な支援内容

問合せ先 ： ハローワーク土浦 人材確保対策コーナー

：０２９－８２２－５１２４（４1＃）



賃金情報の提供や求職者の希望する条件を踏まえて、求人票の

作成や見直しをお手伝いします。

求職者の企業理解や応募意欲を高める為、企業概要や方針、求

める人材や職場の特徴などについて、採用担当の方から参加者

に直接ご説明いただけます。

企業ＰＲにもつながります！

応募を検討する求職者に、実際の就労先や現場を見学していた

だいた後、応募希望者と面接を行います。

事業所ＰＲシート（職場の環境や魅力、施設や作業風景の写真、

職員の声などを盛り込んだリーフレット）を作成し、ハロー

ワーク庁舎内での掲示や求職者への配布を行います。

従業員の確保及び職場定着を図るため、雇用管理改善セミナー

等を開催し、魅力ある職場作りをお手伝いします。

① 求人条件・内容の見直しや提案

② 事業所説明会の実施

③ 「職場見学会兼ミニ面接会」の開催

④ 事業主向けセミナーの開催

⑤ 事業所ＰＲシートの作成

～ 主な支援内容 ～
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責任者を選任している 責任者を選任していない

介護分野では、深刻な人手不足が続いています。この問題を解決するために、介護労働者が

能力を発揮し、生き生きと働くことができる魅力ある職場づくりを進めることが大切です。

魅力ある職場づくりの実現に向けて、雇用管理責任者の選任をご検討ください。

【出典】（公財）介護労働安定センター
「介護労働実態調査」

（％）

介護事業所で、魅力ある職場づくりのために、介護労働者の雇用管理の改善、介護労働者か

らの相談対応、その他介護労働者の雇用管理の改善等に関する管理業務を担当します。

＜介護分野で雇用管理責任者が担う業務例＞

・労働者の適切な配置

・賃金・評価等の処遇改善

・人材育成

・メンタルヘルス対策

・労働者の相談体制の整備

・ICTやロボット等の活用による業務効率化

など、労働者の身体的・精神的負担を軽減する取り組み

「雇用管理責任者」を選任しませんか？
雇用管理改善や相談窓口の担い手を選任して

魅力ある介護の職場づくりをめざしましょう

介護事業主の皆さまへ

雇用管理責任者とは

雇用管理責任者の選任の意義

雇用管理責任者を選任している事業所は、

⚫ 選任していない事業所に比べて

離職率が低い傾向にあります。

⚫ 賃金等の労働条件の改善や人材育成な

ど、従業員の早期離職防止や定着促進

に積極的に取り組んでいるケースが多

いです。

⚫ 従業員が抱える悩みや不安などに対応

することができるため、良好な人間関

係や働きやすい職場づくりに役立ちま

す。

責任者を選任している事業者は

離職率が低い傾向

LL0６1225確０１

介護事業所の離職率

厚生労働省は、雇用責任管理者となる方などを対象に、

雇用管理の基礎知識、最新の労働法規などを学ぶ講習を無料で実施しています。

介護労働者雇用管理責任者講習



⚫ 希望や不安・不満等を相談してくる労働者が増加

し、これまで把握できていなかった労働者の意見

や悩みを把握できた。

⚫ 労働者の考えを知り、勤務態勢や労働条件などの

対策がとりやすくなり、職場環境の改善につな

がった。

⚫ 職場内のコミュニケーションが良くなった。

実際に雇用管理責任者を選任した事業所の声

事業所Aの声

⚫ 各スタッフの業務に対する職務意識や悩みの把握

ができるようになり、メンタルケアができやすく

なった。その結果、信頼関係が確立されつつある

ように感じる。

⚫ スタッフ間の自由な意見交換が行われるように

なった。

⚫ 事務所や職員間との情報伝達、意見交換等がス

ムーズに行えるようになった。

⚫ 職員が雇用や労働に関することだけではなく、

個々の利用者への対応上の問題点や不安について

も気軽に相談等ができるようになった。

労働者がいきいきと働けるような魅力ある職場づくりのためにも

雇用管理責任者の選任をご検討ください

事業所Bの声

事業所Cの声















令和８年10月１日からハラスメント対策が強化されます！

カスタマーハラスメント対策の義務化【改正労働施策総合推進法・指針の内容】

職場における「カスタマーハラスメント」とは、職場において行われる
①顧客等の言動であって、
②その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容される範囲
を超えたものにより、

③労働者の就業環境が害されるもの
であり、①～③の要素を全て満たすものをいいます。

※電話やＳＮＳ等のインターネット上において行われるものも含まれます。

①顧客等とは、顧客、取引の相手方、施設（駅、空港、病院、学校、福祉施設、公共施設等）の利用者そ
の他の当該事業主の行う事業に関係を有する者を指します。

（今後商品の購入やサービスの利用等をする可能性がある者も含みます。）

②社会通念上許容される範囲を超えた言動の例

カスタマーハラスメントの防止のために講ずべき措置

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。
（太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです。）

※対策を講ずる際には、消費者の権利や、障害者差別解消法における、障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や合理
的配慮の提供義務に留意する必要があります。

※その他、自社の労働者が取引先等の他社の労働者に対してカスタマーハラスメントを行った場合、その取引先等の事業主

から事実確認等の措置の実施に関して必要な協力を求められた際は、これに応じるよう努めなければなりません。

【言動の内容が社会通念上許容される範囲を超えるもの】
・そもそも要求に理由がない又は商品・サービス等と全く
関係のない要求

・契約等により想定しているサービスを著しく超える要求
・対応が著しく困難な又は対応が不可能な要求
・不当な損害賠償要求

【手段や態様が社会通念上許容される範囲を超えるもの】
・身体的な攻撃（暴行、傷害等）
・精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言、土
下座の強要等）
・威圧的な言動
・継続的、執拗な言動
・拘束的な言動（不退去、居座り、監禁）

◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

①カスタマーハラスメントには毅然とした態度で対応し、労働者を保護する旨の方針を明確化し、労働者に
周知・啓発する

②カスタマーハラスメントの内容及びあらかじめ定めた対処の内容（※）を、労働者に周知する
（※）管理監督者にその場の対応の方針について指示を仰ぐ、可能な限り労働者を一人で対応させない、
犯罪に該当し得る言動は警察へ通報する、本社・本部等へ情報共有を行い指示を仰ぐ 等

◆相談体制の整備

③相談窓口をあらかじめ定め、労働者に周知する
④相談窓口担当者が、適切に対応できるように
する

◆事後の迅速かつ適切な対応

➄事実関係を迅速かつ正確に確認する
⑥被害者に対する配慮のための措置を行う
⑦再発防止に向けた措置を講ずる

◆そのほか併せて講ずべき措置

⑨相談者等のプライバシーを保護するために必
要な措置を講じ、労働者に周知する

⑩相談したこと等を理由として不利益な取扱いを
されない旨を定め、労働者に周知・啓発する

◆対応の実効性を確保するために必要な
カスタマーハラスメントの抑止のための措置

⑧特に悪質と考えられるカスタマーハラスメントへの対
処の方針をあらかじめ定め、労働者に周知し、当該
対処を行うことができる体制を整備する



◆事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

①求職者等に対するセクシュアルハラスメントを
行ってはならない旨の方針を明確化し、労働者に
周知・啓発する

②求職者等に対するセクシュアルハラスメントを
行った者については、厳正に対処する旨の方針及
び対処の内容を、労働者に周知・啓発する

③求職活動等に関するルール（※）をあらかじめ明
確化し、労働者及び求職者等に周知・啓発する

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの例

◆相談体制の整備

④相談窓口をあらかじめ定め、求職者等に周知
する

⑤相談窓口担当者が、適切に対応できるように
する

求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の義務化【改正男女雇用機会均等法・指針の内容】

求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは、

事業主が雇用する労働者による「性的な言動」により求職者等による求職活動等が阻害され
るものをいいます。

・ インターンシップにおいて、労働者が求職者等に対して性的な冗談やからかいを意図的
かつ継続的に行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてインターンシップ中の活動が手に
つかないこと
・ 求職者等が労働者への訪問を行った際、当該労働者に性的な関係を求められ、当該求職
者等が苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること

【求職者等とは】
■ 求職者（企業の求人に応募する者）
■ 求職者以外の者であって、
・ 事業主の実施する労働者の採用に資する活動に参加する者や、
・ 教育実習、看護実習その他の実習を受ける者

【求職活動等とは】
求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活動を指し、
例えば以下のものが含まれます。なお、ＳＮＳ等のオンラインを介したものやオン
ライン上で行われるものも含まれます。
（例）企業の採用面接への参加、企業の就職説明会への参加、企業の雇用する労働者へ
の訪問、インターンシップへの参加、教育実習、看護実習等の実習の受講

求職者等に対するセクシュアルハラスメントの防止のために講ずべき措置

事業主は、以下の措置を必ず講じなければなりません。
（太字は、他のハラスメントで講ずべき措置とは異なる内容のものです。）

◆事後の迅速かつ適切な対応

⑥事実関係を迅速かつ正確に確認する

⑦被害者に対する配慮のための措置を行う

⑧行為者に対する措置を適正に行う

⑨再発防止に向けた措置を講ずる

◆そのほか併せて講ずべき措置

⑩相談者等のプライバシーを保護するために
必要な措置を講じ、労働者及び求職者等に
周知する

⑪労働者が事実関係の確認等の事業主の措置
に協力したこと等を理由として、解雇その
他不利益な取扱いをされない旨を定め、労
働者に周知・啓発する

※ 例えば、面談時間及び場所の指定、実施体制、
やり取りに用いるＳＮＳの種類の指定等、面談等
を行う際の規則など

お問い合わせ先 お近くの都道府県労働局雇用環境・均等部（室）受付時間8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）
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